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要約 

 

 本調査では、流量観測、地形測量、地質調査、基本設計を実施し、下記の諸元数値

を得た。 

・取水位：300.60m 

・ヘッドタンク水位：299.42m 

・発電所：283.590 

・放水位：282.190 

・総落差：17.230m 

・有効落差：14.301m 

・発電出力：116.2kW 

・設備利用率：56% 

 

上記で得られた諸元数値から20年間のキャッシュフローを作成し、事業性評価を実

施した。 

Ø 20年間可能発電量：10,820,000kWh（571,781kWh/年） 

Ø 売電価格   ：22円/kWh （税抜き） 

Ø 20年間売電収入 ：2億3804千円（税抜き） 

Ø 20年間累積収支：-1億5690千円（税抜き） 

Ø PIRR     ：-18.27% 

Ø EIRR     ：算出できず 

Ø 最大DSR    ：3.34 

Ø 最小DSR    ：-0.39 

Ø 平均DSR    ：0.05 

Ø 総事業費：4億6300万円（税抜き）*設計費等含まず 

Ø 会津若松市の脱炭素先行地域補助金2/3を申請予定 

Ø 出力あたり建設単価(円/kW)は、2,048万円 

Ø 電力量あたり建設単価(円/kWh)は、439円 

Ø 発電方式別基準値（経済性ランク）では、「Ｃ」となった。圧力管コスト削

減、人件費等見直しによる収益改善を検討し、次年度以降の事業化に向けて継

続して取り組む 
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はじめに 

 

本事業は、令和６年度中小水力発電自治体主導型案件 創出調査等支援事業費補助金に

より実施した。 

 

 

参考にした資料及び利用した情報については以下のものを用いている 

国勢調査                                           ：参照元 総務省 

国立社会保障・人口問題研究所 将来推計人口          ：参照元 総務省  

住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数       ：参照元 総務省 

平成 20 年〜24 年人口動態保健所・市町村別統計   ：参照元 厚生労働省 

水管理・国土保全                                   ：参照元 国土交通省 

河川データブック                                   ：参照元 国土交通省 

中小水力発電支援サイト流量・流況データベース       ：一般社団法人新エネルギー財団 

中小水力発電計画導入の手引き           ：発行元 経済産業省資源エネルギー庁他 

水力発電計画工事費積算の手引き                      ：発行元  経済産業省他 

正常流量検討の手引き                 ：発行元 国土交通省 

水力発電水利審査マニュアル（案）           ：発行元 国土交通省 

発電ガイドラインについて               ：発行元 国土交通省 

1/25000地形図（国土地理院電子国土web） 

地質図NAVI (国立研究開発法人 産業技術総合研究所 / 地質調査総合センター) 

1/25000植生図（環境省生物多様センター自然環境保全基礎調査植生調査） 
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1.事業の目的 

 会津若松市脱炭素先行地域計画案件の会津若松市河東八田小水力発電所建設に向け

た調査設計を実施する。 

 

2.事業の目標 

(1) 流量調査（取水地点で月一回計11回） 

(2) 地形測量 

(3) 地質調査 

(4) 基本設計 

(5) 事業性評価 

 

3.事業の内容 

3-0 事業性評価調査の概要 

Ø 事業者名 会津電力株式会社 

Ø 事業名 会津若松市河東八田小水力発電所調査設計事業性評価事業 

Ø 事業期間 令和７年３月２４日 ～ 令和８年２月２７日 

Ø 調査を実施する発電設備の概要（申請時） 

・発電形式  ： 水路式  

・使用水量  ： 0.98 ㎥/s 

・有効落差  ： 17.5ｍ 

・総合効率  ： 85.63％ 

・発電出力  ： 140.0kW 

・導水路長  ：  20ｍ 

・水圧鉄管長 ： 352ｍ 
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3-1 事業性評価調査の必要性と効果 

 

 鶴ヶ城に代表される歴史や、深い文化・伝統が今も息づいている城下町で、

訪れる人々に長い歴史の息吹を感じさせる。また「米どころ」「水どころ」と

して知られており、豊かな自然環境に恵まれた農業地域である。肥沃な大地と

清らかで豊富な水、そして盆地特有の寒暖差が大きい気候は、農作物の栽培に

最適な条件を備えている。 

  

一方で、伝統と革新が共存する街でもあり、日本で最初のコンピュータ理工

学専門大学である会津大学が開学したことをきっかけに、ICT 関連企業が集積

する地域としても成長を遂げている。伝統文化を大切にしつつ、未来志向のま

ちづくりを目指している。 

 

なお、豊富な水資源を利用した水力発電が盛んな地域であり、猪苗代湖から

発する大小様々な農業幹線用水路を利活用した水力発電所が運用されている。

主な水力発電所には、歴史的な赤煉瓦造りの「猪苗代第二発電所」、県営の

「小谷発電所」、農業用水を利用した「戸ノ口堰小水力発電所」などがある。   

 

調査から得られる事業性評価は、この地域において、地域特性に応じた再生可能エ

ネルギーである小水力発電という純国産水資源を用い、地元主体の地域密着型自然エ

ネルギーによる発電施設が新たに稼働することにより、エネルギー価格高騰に対応す

る資するほか、地域の未利用資源を活用した産業振興や非常時のエネルギー確保によ

る防災力強化、地域エネルギー収支の改善等、多様な地域課題の解決にも貢献し、地

方創生に資するものである。 
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3-2 事業性評価調査事業の実施場所について 

 本業務の対象箇所は以下の地点である。 

 

3-2-1 位置 

・福島県会津若松市河東町八田地区 上堰幹線用水路 １カ所  

  

図 1 出典：国土地理院 地理院地図電子国土 web 
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3-2-2 地形及び地勢 

  

 調査地は磐梯山（1816m）と猫魔山（1403m）に支配された火山麓扇状地の扇

端部に位置し，標高 300m 程度の起伏に富んだ台地を形成している。水系は起

伏地形により判別が困難であるが，概ね東方の猪苗代湖に端を発し，阿賀川水

系の大工川に向かって西流する。周辺の都市圏活断層図（図 2.2）によれば，

調査地は岩屑なだれ堆積面にあたり，右岸側は 10~30 度程度の傾斜地（段丘

崖）が広がっている。また調査地より西へ 2km ほどの地点においては南北に会

津盆地東縁断層帯が走っており，活断層として認定されている 

 

 

図 2  出典：国土地理院 地理院地図電子国土web 
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3-2-3 気象 

• 冬期: 日本海側の気候となり、雪の日が多い。 

• 夏期: 盆地特有の高温多湿な日が多い。 

• 気候帯: 内陸性の気候であり、四季がはっきりしている。 

 

会津若松市の降水量平均値と平均気温 
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3-3 流量観測調査 

 流量調査では、取水地点において水位計を設置し、1時間毎の水位を記録、併せて期

間中計11回の流量観測を実施し、上堰幹線用水路が持つ水利権で流れている期別流量

及び水位計データ、実測データとの相関関係を調べた。 

 

 

a.流量観測調査の場所 

 農業用水路の中で、前後に取水構造物やカーブのない流れが安定した場所を観測し

た。 

 

図3 

 

 

 

b.流量調査の手法と手順 

Ø 流量観測業務の仕様書に基づき、上記地点において、月1 回以上を目処に、用水

路幅に対して鉛直5箇所で流量観測を行った。 

Ø 用水路幅に対して鉛直5箇所の測点を確保する測定幅（ピッチ）を設定し、水

深、流速（水深＜75㎝の場合は水面から 6 割水深）を実測し、以下の計算式に

て流量を求めた（JIS K 0094 準拠）。 

Ø 計測は、ケネック社製LP40 型電磁流速計を用いた。 
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図5 電磁流速計：Kenek 社製LP40（Kenek 社ホームページより） 
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写真：流量観測の様子 

2025/08/22 流量1.089㎥/s        2026/02/06 流量0.408㎥/s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 13 

c.流量観測調査の結果 

 流量観測記録表（表1）に実測値を記録した。調査期間中、計11回の流量観測調査を

実施した。観測記録の一覧を表2に示す。 

 

 

図4 流量観測記録表 
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表 1 流量観測値 

流量観測_
実測データ 

      

⽉⽇ 時間 流量（㎥/s） ⽔深(m) 
20250523 16:50 1.536 0.60 
20250624 11:30 1.171 0.50 
20250718 13:00 1.212 0.50 
20250822 11:45 1.089 0.50 
20250926 11:00 0.387 0.30 
20251028 10:00 0.422 0.32 
20251128 10:40 0.412 0.32 
20251226 10:40 0.432 0.32 
20260116 11:40 0.487 0.34 
20260206 11:30 0.408 0.31 
20260213 11:30 0.366 0.30 

 

グラフ1  流量観測結果と水位計データ及び期別流量との比較 
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3-4 流量資料の整理 

  

水位計データと流量観測11回のデータからは、許可されている期別流量を全て上回

っていることが記録されている。 

・代かき期：5月10日〜5月24日；1.151㎥/s→実測値 1.536㎥/s 

・普通期 ：5月25日〜9月20日；1.053㎥/s→実測値 1.089㎥/s 

・非灌漑期：9月21日〜5月9日 ；0.328㎥/s→実測値 0.366㎥/s 

 

 発電用使用水量計画としては、水利使用で許可されている代かき期（1.151㎥/s）を

上回らない最大使用水量でありつつ、非灌漑期の流量（0.328㎥/s）を上回らない水量

を常時使用水量に設定するために、最大使用水量を0.98㎥/sと設定し、その30％を下

限とした常時使用水量0.294㎥/sを設定した。 

 

◯発電使用水量（㎥/s） 

最大使用水量（112日）：0.98㎥/s 

常時使⽤⽔量（253⽇）：0.294㎥/s ※最⼤使⽤⽔量の30%を想定 
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3-5 地形測量 

仕様書及び現地協議に基づいて、下記の通り測量を実施した。 

ア  世界測地系にて座標管理をおこない、堅固な場所に基準点を設置する事。 

イ 現地測量は、縮尺 1/500 にて平板測量を実施するものである。なお、小水力発電
設計業者および発注者と密に連携し、計画に支障のない範囲を測量の事。 

ウ 測量調査には、土地所有者等の地籍調査は含まない。 

エ 路線測量 360m 

オ 現地測量 0.020km2 

 

平面図（縮尺1/500） 

縦断図 

横断図（取水地点5 本、発電所地点5 本、変化点に応じて5 本〜10 本程度） 

 

本測量によって、 

・ 単距離、総距離 

・ 取水予定地点の地盤高、川床高 

・ 発電所予定地点の地盤高、川床高、 

・ 放水予定地点の地盤高、川床高 

・ 総落差 

のデータを得た。 
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地形測量平面図 
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3-6 地質調査 

本調査では,仕様書と現地協議に基づき、ヘッドタンク部分（2箇所）と圧力管路埋設部

分（4箇所）、発電所建設部分（4箇所）において、簡易貫入試験を実施した。 

位置図 

簡易動的コーン貫入試験 
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3-6-1 調査結果 

 

簡易動的コーン貫入試験を行った結果，2つのタイプに大別される。深度 1m 以内で

貫入が不能となる場合をタイプ 1，深度 1.5～3.5m 程度貫入が可能であった場合をタイ

プ 2としている。 

タイプ 1は縦断測線上の地点でみられる。縦断測線上である道路の路床には砕石が用

いられているほか，施工時に十分な転圧がなされることにより，比較的浅い深度にて

𝑁𝑑値 50 以上を示す計測値が得られたと推測される。タイプ 2は道路横断方向の斜面部

でみられる。本調査地は岩屑なだれ堆積物分布域の末端部にあたり，流れ山として火山

岩塊（巨礫の転石）を伴うことがある。そのため，タイプ 2では部分的に𝑁𝑑値 30 以上

を示す深度も認められるが，基質は風化・変質によって軟弱となり基本的には 10 程度

の𝑁𝑑値を示す。 

・地盤性状検討は、得られた地山の平均𝑁𝑑値は 10.79，N 値は 4.4 程度の軟弱な地盤

である 

・内部摩擦角の算定は、は Dunham 式による概算で算出したのち，得られた代表値（φ

＝30°）を採用した 
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3-7 発電施設の配置計画と基本事項の検討 

 

基本設計に当たって、各発電施設の配置計画を「中小水力発電計画導入の手引き」に

基づき検討した。       

  

a.取水地点        
Ø 取水の位置は、できるだけ直線部の河道であって、河状が安定していること。 

Ø 取水地点は、河川の勾配が緩やかな勾配から急勾配に変化する直上流に設置するよ

うに選定し、河川勾配を極力活用すること。    

Ø 取水の位置は、経済性の観点から川幅が狭く、また、基礎岩盤が浅いこと。 

Ø ダムによる上流部への背水による影響が少ないこと。   

Ø 川の仮締め切りが容易なこと。      

Ø 取水口及び沈砂池等の設備の設置が容易な地形であること。  

Ø 将来の取水口及び沈砂池等における設備の維持管理が容易なこと 

 

 

b.ヘッドタンク 
Ø ヘッドタンクの設置位置は、尾根部で、できるだけ地質が良好、かつ周辺の地形に

崩落などのないこと。 

Ø ヘッドタンクは、山の高所に設けられることが多いことから、工事用道路の有無な

どについても考慮すること。 

 

c.発電所     
Ø 基礎の地質が良いこと。     

Ø 洪水による被害を受ける場所でないこと。また、河流の衝突を受けないこ。 

Ø 水圧管路の周辺を含め、山崩れ又は雪崩の恐れのないこと。   

Ø 送電鉄塔等の取り合いの良いこと。     

Ø 建設資材や機器の運搬が容易で、また将来の維持管理が容易であること。

        

  

d.放水口         
Ø 土砂の堆積によって放水口が閉塞される恐れがないこと。   

Ø 洪水時に水面が著しく上昇せず、また洪水による河床変動がなく、更に洪水による

被害の恐れがないこと。    

Ø 放水口の下流近くで、川幅が狭くなる部分がない場所であること。 

Ø 放水路の延長が、できるだけ短くなること。 
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3-7-1 検討結果 

地形測量と地質調査の結果を踏まえつつ、下記のように設定した。 

・取水口は、用水路直線部に角落としを設置して堰上げ、用水路右岸にスクリーンを設

置して横引き取水 

・ヘッドタンクまで暗渠で導水 

・ヘッドタンク上流側にチロリアン方式により取水 

・管理道路下に圧力管を埋設 

・管理道路と大工川の間に発電所、発電所真下に放水庭を配置 

・用水路に暗渠で放水する 

・既設設備の使用については、管理者である会津東部土地改良区に了解済み 

 

Ø 検討案 

用水路直線部に取水口施設 → 導水路 → ヘッドタンク兼沈砂池  → 圧力管

（埋設） → 発電所 → 放水口  

・取水位：300.60m 

・ヘッドタンク水位：299.42m 

・発電所：283.590 

・放水位：282.190 

・総落差：17.230m 

・有効落差：14.301m 

 

◯取水口               ◯ヘッドタンク兼沈砂池 
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◯発電所                  ◯放水口 
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3-8 最適水車発電機の選定 

 

 本計画の諸元数値を下記のように設定 

Ø 諸元数値 

使用水量   ： 最大0.98㎥/s、 常時0.29㎥/s 4     

有効落差   ： 14.301m  

 

 水車選定図によると、本計画における水車発電機は、横軸フランシス水車・クロス

フロー水車の適用範囲に入っていることが確認できる。EUメーカーに最適水車の選定

を依頼したところ、年間発電電力量の比較により縦軸フランシス水車の提案があっ

た。本計画では、発電所予定敷地の特性から占有面積がより少なくなる縦軸フランシ

ス水車を選定した。 

 

Ø Siapro-Hydro Power Plantsからの類似タイプ発電所の提案資料 

 

 

有効落差14.301.m 

最大使用水量0.98㎥/s 

図 3 水車選定図 
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3-9 基本設計 

 

Ø 基本設計に関する考え方 

農業用水路の場合、既にある水利権に従属して発電する場合は、手続き等の簡素

化が進められており、用水路を管理する会津東部土地改良区との合意に基づいて

発電施設を配置することができる。 

 

Ø 基本設計に関する考え方（2） 

地形測量と発電施設配置計画から概略検討・基本設計を進め、下記の諸元数値を

得た。 

・取水位：300.60m 

・ヘッドタンク水位：299.42m 

・発電所：283.590 

・放水位：282.190 

・総落差：17.230m 

・有効落差：14.301m 

・発電出力：116.2kW 

・設備利用率：56% 
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計画図面 
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全体平面図 
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取水構造物 

ヘッドタンク 

発電所 
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放水口 
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縦断図 
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3-10 概算事業費の算出 

  

基本設計で設定した諸元数値に基づき、次のように概算事業費を積算算出した。算

出根拠となる積算資料は後掲する。算出方法は平成25年3月資源エネルギー庁・新エネ

ルギー財団「水力発電計画工事費積算の手引き〜規模選定工事費の積算の手引き〜」

を参照し行った。手引きによる総事業費は4億6千万円となった。 
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3-11 事業性評価 

 本調査で得られた諸元数値から20年間のキャッシュフローを作成した。 

 

Ø 20年間可能発電量：10,820,000kWh（571,781kWh/年） 

Ø 売電価格   ：22円/kWh （税抜き） 

Ø 20年間売電収入 ：2億3804千円（税抜き） 

Ø 20年間累積収支：-1億5690千円（税抜き） 

Ø PIRR     ：-18.27% 

Ø EIRR     ：算出できず 

Ø 最大DSR    ：3.34 

Ø 最小DSR    ：-0.39 

Ø 平均DSR    ：0.05 

Ø 総事業費：4億6300万円（税抜き）*設計費等含まず 

Ø 会津若松市の脱炭素先行地域補助金2/3を申請予定 

Ø 出力あたり建設単価(円/kW)は、2,048万円 

Ø 電力量あたり建設単価(円/kWh)は、439円 

Ø 発電方式別基準値（経済性ランク）では、「Ｃ」となった。圧力管コスト削

減、人件費等見直しによる収益改善を検討し、次年度以降の事業化に向けて継

続して取り組む。 
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表 4 20 年間のキャッシュフロー（案） 
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表 事業の条件設定と事業性評価の指標  
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4.事業スケジュール 
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5.事業の成果等 

 

流量観測により発電に必要な流量の見通しを得ることができた。地形測量・地質調

査・基本設計によって、より詳細な有効落差を得たことで、最大使用水量の見直しと

水収支計算が可能となった。なお、概算事業費は4億円6千万円と算出された。 

 今後は、各構造物の再検討及び圧力管、輸入水車発電機の見積に加えて、地元事業

者とも協議し、施工段階におけるさらなるコストダウンの余地は見込めると言える。 

Ø 管理経費、人件費等見直しによる収益改善を検討し、次年度以降の事業化に向

けて継続して取り組む 
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＜資料編＞ 

流量観測データ 

積算資料 

測量成果 

地質調査成果 

概略検討及び積算資料 

基本設計図面 

 

 

 


